
平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 30日

上   場   会   社   名  株式会社熊谷組 上場取引所  東証・大証第１部

コード番号    1861 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 財務本部主計部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　櫻 井 秀 人 TEL (03) 3260 - 2111
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 30日 中間配当制度の有無　　無

定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 28日

１. 13年  3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)経営成績 （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 681,904 △ 1.4 16,734 △ 5.0 3,254 △ 41.4

12年  3月期 691,425 △ 23.2 17,618 △ 32.6 5,553 △ 27.1

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後 １ 株 当 た り
当 期 純 利 益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 △ 152,750 － △ 233    52   － △ 149.2 0.3 0.5

12年  3月期 2,755 92.4   4    05   － 1.8 0.4 0.8

(注)①期中平均株式数 13年  3月期   654,126,156 株　　　12年  3月期   680,727,047 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年  3月期 0   00  － 0   00  － 0.0 0.0

12年  3月期 0   00  － 0   00  － 0.0 0.0

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 1,019,959 38,353 3.8 57    40   

12年  3月期 1,530,595 166,374 10.9 244    41   

（注）期末発行済株式数　13年  3月期      668,232,523　株　　　12年  3月期      680,727,047株

２. 14年  3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 229,000 △ 2,500 △ 5,300 － －

通　　期 623,000 9,500 2,000 － 0   00  0   00  

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   2 円 99 銭 

－２１－



株式会社　熊　谷　組

比較貸借対照表（資産の部）
(単位：百万円）

　　　　　　 　 期　　　別　 当　　　　　期 前 　　　　 期 比　較　増　減

平成13年３月31日現在 平成12年３月31日現在

　科　　　目 金　    　額 構成比 金　    　額 構成比 金　    　額

（資 産 の 部） % %

 流　動　資　産 562,180 55.1 812,066 53.1 △ 249,886 

現 金 預 金 51,706 83,765 △ 32,058 
受 取 手 形 30,688 32,089 △ 1,400 
完 成 工 事 未 収 入 金 135,348 165,699 △ 30,350 
有 価 証 券 1,339 26,432 △ 25,093 
販 売 用 不 動 産 27,607 66,331 △ 38,724 
未 成 工 事 支 出 金 186,655 237,783 △ 51,127 
不 動 産 事 業 支 出 金 62,327 61,172 1,155 
材 料 貯 蔵 品 820 1,044 △ 223 
短 期 貸 付 金 846 11,272 △ 10,426 
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 500 34,411 △ 33,911 
繰 延 税 金 資 産 6,453 14,132 △ 7,678 
未 収 入 金 43,560 40,830 2,729 
立 替 金 2,152 22,983 △ 20,830 
そ の 他 流 動 資 産 13,451 15,820 △ 2,368 
貸 倒 引 当 金 △ 1,280 △ 1,704 424 

 固　定　資　産 457,779 44.9 718,528 46.9 △ 260,749 

　有 形 固 定 資 産 70,719 103,387 △ 32,668 

建 物 ・ 構 築 物 25,957 31,516 △ 5,559 
機 械 ・ 運 搬 具 1,529 1,849 △ 319 
工 具 器 具 ・ 備 品 895 1,138 △ 243 
土 地 41,988 68,367 △ 26,379 
建 設 仮 勘 定 348 515 △ 167 

　無 形 固 定 資 産 2,307 3,564 △ 1,256 

　投　 　資　　  等 384,752 611,576 △ 226,823 

投 資 有 価 証 券 37,723 106,529 △ 68,806 
関 係 会 社 株 式 110,694 296,393 △ 185,698 
出 資 金 136 136 －
関 係 会 社 出 資 金 2,047 4,647 △ 2,600 
長 期 貸 付 金 11,566 43,658 △ 32,091 
従 業 員 長 期 貸 付 金 470 542 △ 72 
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 60,191 70,498 △ 10,306 
長 期 前 払 費 用 558 725 △ 166 
長 期 営 業 外 未 収 入 金 186,968 － 186,968 
破 産 債 権 、 更 生 債 権 等 186,472 114,177 72,295 
繰 延 税 金 資 産 13,692 30,547 △ 16,855 
そ の 他 投 資 等 30,685 37,068 △ 6,382 
関係会社等投資損失引当金 － △ 9,746 9,746 
貸 倒 引 当 金 △ 256,456 △ 83,603 △ 172,853 

資 産 合 計 1,019,959   100 1,530,595   100 △ 510,635 
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株式会社　熊　谷　組

比較貸借対照表（負債・資本の部）
(単位：百万円）

　　　　　　 　 期　　　別　 当　　　 　期 前 　　 　 期 比　較　増　減

平成13年３月31日現在 平成12年３月31日現在

　科　　　目 金　    　額 構成比 金　    　額 構成比 金　    　額

（負 債 の 部） % %

 流　動　負　債 413,608 40.6 1,060,344 69.3 △ 646,736 

支 払 手 形 88,427 86,132 2,294 

工 事 未 払 金 108,337 113,974 △ 5,636 

短 期 借 入 金 6,001 599,859 △ 593,858 

関 係 会 社 短 期 借 入 金 7,856 9,338 △ 1,481 

未 払 金 7,884 14,222 △ 6,337 

未 払 費 用 1,813 3,029 △ 1,216 

未 払 法 人 税 等 307 310 △ 2 

未 成 工 事 受 入 金 159,666 201,897 △ 42,230 

預 り 金 27,232 22,929 4,302 

前 受 収 益 49 60 △ 10 

完 成 工 事 補 償 引 当 金 931 836 95 

そ の 他 流 動 負 債 5,098 7,753 △ 2,654 

 固　定　負　債 567,998 55.7 303,875 19.8 264,122 

長 期 借 入 金 551,247 279,841 271,406 

退 職 給 与 引 当 金 － 10,248 △ 10,248 

退 職 給 付 引 当 金 1,109 － 1,109 

開 発 事 業整理損 失 引 当 金 2,335 6,959 △ 4,624 

そ の 他 固 定 負 債 13,305 6,826 6,479 

負 債 合 計 981,606 96.2 1,364,220 89.1 △ 382,613 

（資 本 の 部）

 資    本    金 33,411 3.3 82,085 5.4 △ 48,673 

 資 本 準 備 金 120,444 11.8 51,770 3.4 68,673 

 その他の剰余金 △ 120,231 △11.8 32,519 2.1 △ 152,750 

当 期 未 処 分 利 益 △ 120,231 32,519 △ 152,750 

 その他有価証券評価差額金 4,729 0.5 － 0.0 4,729 

資 本 合 計 38,353 3.8 166,374 10.9 △ 128,021 

負 債 資 本 合 計 1,019,959   100 1,530,595   100 △ 510,635 

－２３－



株式会社　熊　谷　組

比較損益計算書
（単位：百万円）

       　  期　　　別　 当      期 前      期
自 平成12年４月１日 自 平成11年４月１日 比　較　増　減
至 平成13年３月31日 至 平成12年３月31日

　科　　　目 金   　額 構成比 金   　額 構成比 金   　額 増減率
% % %

 売　　上　　高 681,904   100 691,425   100 △ 9,520 △ 1.4 
完 成 工 事 高 663,659 97.3 674,078 97.5 △ 10,419 △ 1.5 
不 動 産 事 業 売 上 高 18,245 2.7 17,346 2.5 898 5.2 

 売　上　原　価 629,703 92.3 626,243 90.6 3,460 0.6 
完 成 工 事 原 価 613,930 92.5 608,505 90.3 5,424 0.9 
不 動 産 事 業 売 上 原 価 15,773 86.5 17,737 102.3 △ 1,963 △ 11.1 

売 上 総 利 益 52,200 7.7 65,182 9.4 △ 12,981 △ 19.9 
完 成 工 事 総 利 益 49,729 7.5 65,573 9.7 △ 15,843 △ 24.2 
不 動 産 事 業 総 利 益 2,471 13.5 △    390 △ 2.3 2,862 － 

 販売費及び一般管理費 35,466 5.2 47,563 6.9 △ 12,097 △ 25.4 

営 業 利 益 16,734 2.5 17,618 2.5 △ 883 △ 5.0 

 営 業 外 収 益 5,156 0.7 13,453 2.0 △ 8,297 △ 61.7 
受 取 利 息 2,758 3,697 △ 938 
有 価 証 券 利 息 65 70 △ 4 
受 取 配 当 金 709 1,069 △ 359 
有 価 証 券 売 却 益 － 7,390 △ 7,390 
為 替 差 益 707 － 707 
そ の 他 営 業 外 収 益 914 1,226 △ 311 

 営 業 外 費 用 18,636 2.7 25,518 3.7 △ 6,881 △ 27.0 
支 払 利 息 16,181 15,365 815 
社 債 利 息 － 3,242 △ 3,242 
有 価 証 券 評 価 損 － 3,316 △ 3,316 
そ の 他 営 業 外 費 用 2,455 3,593 △ 1,138 

経 常 利 益 3,254 0.5 5,553 0.8 △ 2,298 △ 41.4 

 特　別　利　益 442,714 64.9 8,500 1.2 434,214 － 
前 期 損 益 修 正 益 3,956 855 3,101 
固 定 資 産 売 却 益 4,365 3,993 372 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 845 402 442 
関 係 会 社 株 式 売 却 益 3,076 3,249 △ 173 
債 務 免 除 益 430,000 － 430,000 
そ の 他 特 別 利 益 471 － 471 

 特　別　損　失 577,140 84.6 26,994 3.9 550,145 － 
前 期 損 益 修 正 損 7,707 5,512 2,194 
固 定 資 産 売 却 損 21,482 451 21,030 
た な 卸 不 動 産 評 価 損 43,842 17,444 26,397 
投 資 有 価 証 券 消 却 損 93,357 － 93,357 
関 係 会 社 株 式 評 価 損 150,019 － 150,019 
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 185,964 348 185,615 
そ の 他 特 別 損 失 74,767 3,237 71,530 

税 引 前 当 期 純 利 益 △ 131,170 △ 19.2 △ 12,940 △ 1.9 △ 118,229 － 
法人税､住民税及び事業税 470 0.1 651 0.1 △ 181 △ 27.8 
法 人 税 等 調 整 額 21,109 3.1 △ 16,347 △ 2.4 37,457 229.1 
当 期 純 利 益 △ 152,750 △ 22.4 2,755 0.4 △ 155,505 － 
前 期 繰 越 利 益 32,519 － 1,431 － 31,087 － 
過 年 度 税 効 果 調 整 額 － － 28,332 － △ 28,332 
当 期 未 処 分 利 益 △ 120,231 － 32,519 － △ 152,750 － 

－２４－



株式会社　熊　谷　組

利益処分及び損失処理案 　　　　　　

（単位:百万円）

（ 損 失 処 理 案 ） （ 利 益 処 分 案 ）

当　　　　期 前　　　　期

自 平成12年４月１日 自 平成11年４月１日

至 平成13年３月31日 至 平成12年３月31日

科　 　    目 金　　  額 科　 　    目 金　　  額

当 期 未 処 理 損 失 120,231 当 期 未 処 分 利 益 32,519

損 失 処 理 額 利 益 処 分 額 － 

   資 本 準 備 金 取 崩 額 120,231

次 期 繰 越 損 失 － 次 期 繰 越 利 益 32,519

－２５－



株式会社　熊　谷　組

〔重要な会計方針〕

 １．有価証券の評価基準及び評価方法
  　(1) 子会社株式及び関連会社株式の評価は、移動平均法による原価法によっている。
  　(2) その他有価証券の時価のあるものの評価は、決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、
      売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものの評価は、移動平均法による原価法によっている。
 ２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法
　　 デリバティブの評価は、時価法によっている。
 ３．たな卸資産の評価基準及び評価方法
  　(1) 販売用不動産の評価は、個別法による原価法によっている。
  　(2) 未成工事支出金及び不動産事業支出金の評価は、個別法による原価法によっている。
  　(3) 材料貯蔵品の評価は、移動平均法による原価法によっている。
 ４．固定資産の減価償却の方法
  　(1) 有形固定資産の減価償却の方法は、定率法によっている。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法
　 　 と同一の基準によっている。  　 　
  　(2) 無形固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能
　 　 期間（5年）に基づく定額法を採用している。             
 ５．引当金の計上基準
  　(1) 貸倒引当金は、債権の貸倒損失に備えるため、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率により計算した金
 　　 額のほか、貸倒懸念債権等については個別に債権を評価して回収不能見込額を計上している。
  　(2) 完成工事補償引当金は、完成工事に係るかし担保の費用にあてるため、過去の一定期間における実績率により計算した金額を
 　　 計上している。
  　(3) 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してい
 　　 る。なお、会計基準変更時差異は、15年による按分額を費用処理している。
　　　　過去勤務債務は、15年による定額法により費用処理している。
　　　　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)による定額法により、翌期から費用処
　　　理することとしている。
  　(4) 開発事業整理損失引当金は､関係会社等が行う開発事業の整理又は清算に際して負担することが見込まれる損失に備えるため､
 　　 その事業内容等を検討して計上している。
 ６．完成工事高の計上基準
　　 完成工事高の計上基準は､長期請負工事（工期が１年以上で、かつ､請負金額が 30億円以上の工事）については工事進行基準を、
   その他の工事については工事完成基準を適用している。当期における工事進行基準による完成工事高は 102,599百万円である。
 ７．リース取引の処理方法
 　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方
 　法に準じた会計処理によっている。
 ８．ヘッジ会計の方法
  　(1) ヘッジ会計の方法は、主として繰延ヘッジ処理を採用している。
  　(2) ヘッジ手段は、金利スワップ取引及び金利キャップ取引、ヘッジ対象は、市場金利等の変動によりキャッシュ・フローが変動
　 　 するもの（変動金利の借入金）としている。
  　(3) ヘッジ方針は、当社の内部規定である「デリバティブ取引取扱規程」に基づき、金利変動リスクをヘッジすることを目的とし
　　　ている。
  　(4) ヘッジ有効性評価の方法は、ヘッジ手段とヘッジ対象について有効性判定期間における金利変動を比較し評価を行っている。
 ９．消費税等の会計処理
　　 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。

〔追加情報〕

 １．退職給付会計
　　 当期から退職給付に係る会計基準（｢退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書｣(企業会計審議会 平成10年6月16日)）を適
　 用している。この結果、従来の方法に比べ、退職給付費用が 1,482百万円増加し、経常利益は 1,066百万円少なく、税引前当期純
　 損失は 1,066百万円多く計上されている。また、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表示している。
 ２．金融商品会計
　　 当期から金融商品に係る会計基準（｢金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書｣(企業会計審議会 平成11年１月22日)）を適
　 用し､有価証券、債権、会員権等の評価の方法について変更している。この結果、従来の方法に比べ、税引前当期純損失は 352,043
   百万円多く計上されている。
　　 また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し､その他有価証券に含まれている債券のうち１年内に満期の到来するもの
　 は流動資産の有価証券として、それら以外は投資等の投資有価証券として表示している。その結果、流動資産の有価証券は 25,830
　 百万円減少し、投資等の投資有価証券は 25,830百万円増加している。
　　 なお、債権のうち貸倒懸念債権に分類されるものは、新たに長期営業外未収入金として表示している。
 ３．外貨建取引等会計処理基準
　　 当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（｢外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書｣(企業会計審議会 平成11年10
   月22日)）を適用している。この結果、従来の方法に比べ、経常利益は 38百万円少なく、税引前当期純損失は 38百万円多く計上さ
   れている。   

－２６－
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〔注記事項〕

（貸借対照表関係）
当 期 前 期

 １．有形固定資産の減価償却累計額 25,714百万円 26,930百万円
 ２．有価証券に含まれる自己株式の 4,655株 1,426株
　　 数及び貸借対照表価額 0百万円 0百万円
 ３．担保に供している資産

土 地 他 135,727百万円 112,197百万円
 ４．保証債務額 20,539百万円 173,295百万円
 ５．ファクタリングのための受取手 20,655百万円 22,359百万円
　　 形裏書譲渡高
 ６．売上債権譲渡高 22,654百万円 20,798百万円
 ７．期末日満期手形の会計処理
　　 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。なお､当事業年度の末日は金融機関の休日であっ
   たため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれている。

受 取 手 形 2,172百万円 －百万円
支 払 手 形 773百万円 －百万円

 ８．配当制限
　　 商法290条第1項第6号の規定により利益の配当に充当することが制限されている純資産額

4,729百万円 －百万円

（損益計算書関係）
当 期 前 期

 一般管理費及び当期製造費用に含ま
 れる研究開発費 3,800百万円 3,683百万円

〔リース取引〕

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引　
    (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

当 期 前 期
    (2) 未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 692百万円 876百万円
１ 年 超 980百万円 956百万円
合 計 1,672百万円 1,832百万円

    (3) 支払リース料及び減価償却費相当額
支 払 リ ー ス 料 844百万円 1,174百万円
減価償却 費 相 当 額 844百万円 1,174百万円

    (4) 減価償却費相当額の算定方法
      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　 なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、支払利子込み法により算定している。

（単位：百万円）
当 期 前 期

取 得 価 額 減 価 償 却 期 末 取 得 価 額 減 価 償 却 期 末
相 当 額 累計額相当額 残高相当額 相 当 額 累計額相当額 残高相当額

工具器具･備品 4,608 2,986 1,622 5,596 3,831 1,765
そ の 他 169 119 49 189 122 67
合 計 4,777 3,105 1,672 5,785 3,953 1,832
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〔有価証券〕

　※　前連結会計年度に係る「有価証券の時価等」及び当連結会計年度に係る「有価証券」（子会社株式及び関連会社株式で時価のあ
　　るものは除く。）に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記載している。

  当期（平成13年3月31日現在）

　

〔税効果会計〕

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当 期 前 期
        繰延税金資産

た な 卸 不 動 産 評 価 減 26,108百万円 7,987百万円
投 資 有 価 証 券 等 評 価 損 56,958百万円 －百万円
会 員 権 等 評 価 損 3,577百万円 －百万円
固 定 資 産 評 価 損 2,543百万円 －百万円
関係会社等投資損失引当金 －百万円 4,093百万円
開発事業整理損失引当金 980百万円 2,923百万円
繰 越 欠 損 金 60,157百万円 81,325百万円
そ の 他 7,450百万円 7,352百万円

        繰延税金資産小計 157,776百万円 103,682百万円
        評価性引当額 △ 133,550百万円 △  58,612百万円
        繰延税金資産合計 24,226百万円 45,069百万円

        繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △   3,424百万円 －百万円
そ の 他 △     655百万円 △     389百万円

        繰延税金負債合計 △   4,080百万円 △     389百万円

        繰延税金資産の純額 20,145百万円 44,680百万円

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位：百万円）

種　　類 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

関連会社株式 3,512 3,998 485

－２８－
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比較受注・売上・次期繰越
（単位：百万円）

  期  別 当　　　　 期 前　　　　　期

自 平成12年４月１日 自 平成11年４月１日 比  較  増  減
至 平成13年３月31日 至 平成12年３月31日

  種  別 金    額 構成比率 金    額 構成比率 金    額 増 減 率

土 官庁 109,193 118,118  △ 8,924  △ 7.6 
受 建 民間 46,073 36.3 48,330 25.6  △ 2,257  △ 4.7 

木 計 155,266 ( 3.2) 166,449 ( 2.2)  △ 11,182  △ 6.7 
設 建 官庁 29,614 45,685  △ 16,070  △ 35.2 

民間 218,963 58.1 420,703 71.7  △ 201,739  △ 48.0 
注 事 築 計 248,578 ( 2.0) 466,389 ( 10.5)  △ 217,810  △ 46.7 

合 官庁 138,808 163,803  △ 24,995  △ 15.3 
業 民間 265,037 469,034  △ 203,997  △ 43.5 

計 403,845 94.4 632,838 97.3  △ 228,992  △ 36.2 
高 計 (海外) ( 22,098) ( 5.2) ( 82,438) ( 12.7) (△ 60,340) (△ 73.2)

不動産事業 23,932 5.6 17,377 2.7  6,555  37.7 
合   計 427,777 100.0 650,215 100.0  △ 222,437  △ 34.2 
土 官庁 138,808 116,333  22,475  19.3 

売 建 民間 62,329 29.5 105,303 32.1  △ 42,973  △ 40.8 
木 計 201,138 ( 3.6) 221,637 ( 3.0)  △ 20,498  △ 9.2 

設 建 官庁 49,266 68,697  △ 19,430  △ 28.3 
民間 413,254 67.8 383,744 65.4  29,509  7.7 

上 事 築 計 462,521 ( 5.4) 452,441 ( 5.0)  10,079  2.2 
合 官庁 188,075 185,031  3,044  1.6 

業 民間 475,583 489,047  △ 13,463  △ 2.8 
計 663,659 97.3 674,078 97.5  △ 10,419  △ 1.5 

高 計 (海外) ( 61,115) ( 9.0) ( 55,070) ( 8.0) ( 6,045) ( 11.0)
不動産事業 18,245 2.7 17,346 2.5  898  5.2 
合   計 681,904 100.0 691,425 100.0  △ 9,520  △ 1.4 

[ 276,294]
土 官庁 271,507 305,909  △ 34,401  △ 11.2 

[ 206,439]
次 建 民間 148,056 222,695  △ 74,639  △ 33.5 

木 [ 482,733] 51.3 39.5 
計 419,564 ( 9.5) 528,605 ( 6.7)  △ 109,041  △ 20.6 

[ 45,040]
期 設 建 官庁 43,811 64,692  △ 20,880  △ 32.3 

[ 543,677]
民間 341,106 737,967  △ 396,860  △ 53.8 

築 [ 588,717] 47.1 60.0 
繰 事 計 384,918 ( 7.9) 802,660 ( 6.7)  △ 417,741  △ 52.0 

[ 321,334]
合 官庁 315,319 370,601  △ 55,282  △ 14.9 

[ 750,116]
越 業 民間 489,163 960,663  △ 471,500  △ 49.1 

[1,071,451]
計 804,482 1,331,265  △ 526,782  △ 39.6 

計 [ 140,987] 98.4 99.5 
高 (海外) ( 142,268) ( 17.4) ( 180,004) ( 13.4) (△ 37,736) (△ 21.0)

不動産事業 12,863 1.6 7,175 0.5  5,687  79.3 
[1,084,314]

合   計 817,345 100.0 1,338,441 100.0  △ 521,095  △ 38.9 
(注) 次期繰越高は、海外工事の繰越高を決算日レートで修正（9,294百万円増）しており、また、経済環境の悪化により事業が中止とな
　　 った工事や契約を解除した工事を修正（土木工事 65,269百万円減、建築工事 210,993百万円減）して表示している。なお、上段
     [  ]内は修正前である。

－２９－






